
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第２項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年８月11日

【四半期会計期間】 第76期第１四半期(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

【会社名】 株式会社ハネックス

【英訳名】 HANEX CO., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　仙波 不二夫

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿一丁目22番２号（新宿サンエービル）

【電話番号】 03-3345-7831（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役 管理本部長　髙根 総

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿一丁目22番２号（新宿サンエービル）

【電話番号】 03-3345-7831（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役 管理本部長　髙根 総

【縦覧に供する場所】 該当ありません

　 　

　 　

　 　

　

EDINET提出書類

株式会社ハネックス(E01159)

四半期報告書

 1/17



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第75期
第１四半期
連結累計期間

第76期
第１四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 1,355,403 1,284,566 7,327,059

経常損失（△） (千円) △88,817 △91,494 △22,352

四半期（当期）純損失（△） (千円) △93,582 △135,566 △167,759

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △119,810 △65,111 △199,651

純資産額 (千円) 5,437,500 5,475,106 5,357,477

総資産額 (千円) 12,638,515 12,531,387 12,798,356

１株当たり四半期(当期)純損失
金額（△）

(円) △3.13 △4.17 △5.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.0 43.7 41.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第75期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

第75期及び第76期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当た

り四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．第75期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている
事業の内容について、重要な変更はありません。
また、当社は平成23年４月１日付で日本ゼニスパイプ株式会社と株式移転により両社の完全親会社であ
るゼニス羽田株式会社を設立し、その完全子会社となりました。
ゼニス羽田株式会社の状況は以下の通りです。なお、ゼニス羽田株式会社は、有価証券届出書を提出して
います。

名称 住所
資本金
(千円）

主要な事業の内
容

議決権の被所
有割合(％)

関係内容

役員の兼任
等(名)

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借

その他

（親会社） 東京都
新宿区
西新宿

2,000,000

子会社等の経
営管理及びそ
れに付帯又は
関連する事業

100 4 なし
当社グ
ループの
経営管理

建物の一
部を賃貸

なしゼニス羽田
株式会社
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当社及び連結子会社の日本ゼニスパイプ株式会社は、平成23年４月１日付で、親会社であるゼニス羽田株

式会社との間において、ゼニス羽田株式会社が当社グループの経営管理・監督・指導するための経営指導

契約書を締結いたしました。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）におけるわが国経済は、東

日本大震災によるサプライチェーン（供給網）の復旧にともない、持ち直しの動きとなっております。

　震災にともなう国内生産の落ち込みを受け大幅減少となっていた輸出も、供給面の制約が和らぐなか増

加に転じており、国内民間需要についても、家計や企業のマインドが幾分改善するもとで、持ち直しつつ

あります。先行きについては、生産活動の回復に沿って、緩やかな回復経路に復していくものと考えられ

ます。

　このような状況下、主力の下水道関連のコンクリート事業は、需要が減退するなか販売単価が弱含みに

推移し厳しい状況が続いております。結果、連結売上高は12億８千４百万円（前年同四半期比5.2％減）、

連結営業損失９千４百万円、連結経常損失９千１百万円、連結四半期純損失１億３千５百万円となりまし

た。

　今後もさらに、原材料価格の動向等に注意が必要な情勢ですが、一層のコスト削減を推し進め、お客様の

ニーズを的確に捉え、売上高の向上と収益体質の強化をあわせて図ってまいります。

当社グループのセグメント別業績は以下のとおりとなりました。

①コンクリート事業（組立式マンホール・ヒューム管等）

　主力であるコンクリート事業におきましては、需要減少による競争激化にともない、売上高は９億５千

６百万円、前年同四半期比６千９百万円（6.8％）の減収となりました。営業損失は３千３百万円、前年同

四半期比１千５百万円の減益となりました。

②セラミック事業

　セラミック事業の売上高は、２億７千５百万円、前年同四半期比１千５百万円（6.0％）の増収となり、

営業利益は３千９百万円、前年同四半期比４百万円の減益となりました。

③その他事業（工事資材事業・ＲＦＩＤ事業）

　工事資材事業は、堅調に推移しておりますが、ＲＦＩＤ事業に関しては、国内景気は緩やかに回復してい

るものの、各企業が設備投資を控えるなか、厳しい状況が続いており、その他事業の売上高は５千２百万

円、前年同四半期比１千７百万円（24.4％）の減収となり、営業損失１千３百万円となりました。

 

　なお、当社グループの売上高は、通常の営業形態として上半期（第１四半期及び第２四半期）に比べ下

半期（第３四半期及び第４四半期）における出荷高の割合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上

高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。

 

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は125億３千１百万円、前連結会計年度末比２億６千６百万円の

減少となりました。負債は70億５千６百万円、前連結会計年度末比３億８千４百万円の減少となりまし

た。純資産は54億７千５百万円、前連結会計年度末比１億１千７百万円の増加となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　震災後に大きく落ち込んだ生産活動は、サプライチェーンの復旧に伴い、持ち直しの動きが明確になっ

てきております。これに伴い、当社経営に大きく影響する公共投資についても、被災した社会資本の復旧
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・復興などから、先行き増加するとの見方もありますが、長期的な視点では、振れをともないつつも減少

傾向には変わりがないものと考えております。

　当社グループを取り巻く事業環境を鑑みると、当社の主力事業である下水道事業は、公共投資の減少な

どから需給のアンバランスが今しばらく続くものと認識しています。現在、業界全体の設備は、需要に比

べ遥かに過剰であり、今後も業界の淘汰、再編に拍車がかかるものと考えています。

　当社グループは、平成23年４月１日付で当社と日本ゼニスパイプ株式会社が株式移転により設立した共

同持株会社であるゼニス羽田株式会社（完全親会社）を中心とし、生産・営業・購買などあらゆる分野

で、効率的な業務運営や統一化・規格化を進めてまいります。

　また、同日付にて、グループにおける新分野、新製品あるいは新技術の開発推進を担っていく子会社「ゼ

ニス羽田テクノ株式会社」を設立いたしました。近年、地球温暖化に起因すると思われる自然環境の変化

（ゲリラ型集中豪雨や異常気温等）や水資源の再利用に関する要請、また既設管路の老朽化、耐震化下水

道の構築といった新しい問題が数多く提起され、生活環境を守るための新たな取り組みや技術が求めら

れております。これまでの両社のノウハウをここに結集し、革新的な発想と新技術の開発により、新たな

要請に応えてまいる所存です。

　
(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、１千２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,613,000

計 48,613,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,507,13832,507,138非上場
単元株式数1,000株
（注１，２）

計 32,507,13832,507,138― ―

（注）１．株式移転による共同持株会社設立に伴い完全子会社となることから、東京証券取引所市場第二部に上場廃止
の申請を行い、平成23年３月29日に上場廃止となっております。

２．平成23年６月24日開催の定時株主総会において、定款の一部変更が行われ、当社の発行する全部の株式につい
て、会社法107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定めました。当該株式の譲渡又は取得に
ついて取締役会の承認を要する旨を定款第７条において定めております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月30日 ― 32,507,138 ― 1,305,387 ― 24,583

(注) 平成23年６月24日開催の定時株主総会において、資本金を1,205百万円減少し、その他資本剰余金を1,205百万円

増加することを決議しております。また、効力の発生日は平成23年７月28日としております。

　

(6) 【大株主の状況】

当社は平成23年４月１日付で日本ゼニスパイプ株式会社と株式移転により両社の完全親会社であるゼ
ニス羽田株式会社を設立し、その完全子会社となりました。

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式数に対する所有株式

数の割合（％）

ゼニス羽田株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目22-２ 32,507,138 100.0
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

32,507,000
32,507 ―

単元未満株式
普通株式

138
― ―

発行済株式総数 32,507,138 ― ―

総株主の議決権 ― 32,507 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月1日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月1日から平成23年６月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,155,747 1,306,108

受取手形及び売掛金 ※2
 2,773,377

※2
 1,968,820

親会社株式 － 309,528

商品及び製品 1,477,524 1,660,821

仕掛品 104,694 104,913

原材料及び貯蔵品 103,642 104,831

その他 94,987 105,357

貸倒引当金 △21,712 △15,070

流動資産合計 5,688,263 5,545,310

固定資産

有形固定資産

土地 4,213,754 4,213,754

その他（純額） 2,116,527 2,076,841

有形固定資産合計 6,330,281 6,290,596

無形固定資産

のれん 82,464 77,310

その他 77,850 68,602

無形固定資産合計 160,314 145,913

投資その他の資産

その他 727,131 659,917

貸倒引当金 △107,634 △110,351

投資その他の資産合計 619,496 549,566

固定資産合計 7,110,093 6,986,076

資産合計 12,798,356 12,531,387

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,599,332 1,260,071

短期借入金 1,527,136 1,520,036

未払法人税等 21,357 11,634

賞与引当金 34,252 66,093

その他 361,672 387,676

流動負債合計 3,543,750 3,245,510

固定負債

長期借入金 1,837,880 1,756,296

退職給付引当金 729,940 754,575

役員退職慰労引当金 135,400 127,000

負ののれん 66,228 63,217

その他 1,127,679 1,109,681

固定負債合計 3,897,127 3,810,770

負債合計 7,440,878 7,056,280
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,305,387 1,305,387

資本剰余金 36,363 70,162

利益剰余金 2,895,942 2,760,375

自己株式 △148,940 －

株主資本合計 4,088,752 4,135,926

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 42,361 110,414

繰延ヘッジ損益 △9,888 △7,486

土地再評価差額金 1,236,251 1,236,251

その他の包括利益累計額合計 1,268,724 1,339,180

純資産合計 5,357,477 5,475,106

負債純資産合計 12,798,356 12,531,387
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 1,355,403 1,284,566

売上原価 1,102,480 1,062,920

売上総利益 252,923 221,645

販売費及び一般管理費 334,538 316,454

営業損失（△） △81,615 △94,808

営業外収益

受取利息 108 127

受取配当金 4,234 7,228

負ののれん償却額 3,010 3,010

スクラップ売却益 361 246

その他 24,005 24,681

営業外収益合計 31,721 35,293

営業外費用

支払利息 27,745 24,830

持分法による投資損失 2,000 2,858

その他 9,175 4,290

営業外費用合計 38,922 31,979

経常損失（△） △88,817 △91,494

特別利益

固定資産売却益 － 17,109

貸倒引当金戻入額 4,206 －

その他 406 －

特別利益合計 4,613 17,109

特別損失

たな卸資産評価損 － 20,741

過年度退職給付費用 － 11,799

経営統合関連費用 － 9,026

特別損失合計 － 41,567

税金等調整前四半期純損失（△） △84,203 △115,952

法人税、住民税及び事業税 5,843 22,078

法人税等調整額 3,535 △2,464

法人税等合計 9,378 19,614

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △93,582 △135,566

四半期純損失（△） △93,582 △135,566
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △93,582 △135,566

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △28,149 68,053

繰延ヘッジ損益 1,921 2,402

その他の包括利益合計 △26,228 70,455

四半期包括利益 △119,810 △65,111

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △119,810 △65,111

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

(会計方針の変更)

当社における、たな卸資産の評価方法は、従来、主として商品、原材料及び貯蔵品は最終仕入原価法による原価

法、製品及び仕掛品は先入先出法による原価法によっておりましたが、共同株式移転による持株会社設立に伴

い、完全子会社の棚卸資産の評価方法を統一するため、当第１四半期連結会計期間より、総平均法による原価法

に変更しております。当該会計方針の変更は、過去の情報の収集が不可能のため、前連結会計年度末の製品、商

品、原材料、貯蔵品及び仕掛品の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法

を適用しております。

　これにより、従来の方法と比べて、当四半期連結累計期間末における商品及び製品が、1,792千円減少、原材料及

び貯蔵品が379千円減少しており、その結果、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ

2,171千円増加しております。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

　１　債務保証

　　　連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入金等

に対して次のとおり債務保証を行っております。

近畿ヒューム管工業協同組合 115,251千円

計 115,251千円

　１　債務保証

　　　連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入金等

に対して次のとおり債務保証を行っております。

近畿ヒューム管工業協同組合 67,250千円

計 67,250千円

※２　手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 7,570千円

※２　手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 7,730千円

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と貸出コミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と貸出コミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当第１四半期連

結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 200,000千円

借入実行残高 ―　千円

差　　　額 200,000千円
　

貸出コミットメントの総額 200,000千円

借入実行残高 ―　千円

差　　　額 200,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

  当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

上半期（第１四半期及び第２四半期）に比べ下半期

（第３四半期及び第４四半期）における出荷高の割

合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下

半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があります。

 

　　　同左

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額

及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 111,789千円

のれんの償却額 5,154千円

負ののれんの償却額 △3,010千円
　

減価償却費 92,201千円

のれんの償却額 5,154千円

負ののれんの償却額 △3,010千円
　

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月1日  至  平成22年６月30日)
１．配当金支払額

　該当事項はありません。
　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計
期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　
当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月1日  至  平成23年６月30日)
１．配当金支払額

　該当事項はありません。
　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計
期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　
３．株主資本の著しい変動

当社は平成23年４月１日付で日本ゼニスパイプ株式会社と株式移転により両社の完全親会社であるゼ
ニス羽田株式会社を設立し、その完全子会社となりました。その結果、当社自己株式が親会社株式へ振替
わったことにより、当第１四半期連結累計期間において自己株式が148,940千円減少し、株主資本が同額
増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)
　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント

合計
調整額
(注) 1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) 2

コンクリート
事業

セラミック
事業

その他事業

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,026,001259,43269,9701,355,403 ― 1,355,403

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,026,001259,43269,9701,355,403 ― 1,355,403

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△17,839 43,241△18,091 7,310△88,925△81,615

(注) １　セグメント利益の調整額△88,925千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　 ２　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)
　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント

合計
調整額
(注) 1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) 2

コンクリート
事業

セラミック
事業

その他事業

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 956,562275,07952,9231,284,566 ― 1,284,566

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 956,562275,07952,9231,284,566 ― 1,284,566

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△33,740 39,037△13,075△7,779△87,029△94,808

(注) １　セグメント利益の調整額△87,029千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　 ２　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及
び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3円13銭 4円17銭

  (算定上の基礎) 　 　

  四半期純損失金額(千円) 93,582 135,566

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 93,582 135,566

  普通株式の期中平均株式数(株) 29,883,684 32,507,138

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失
であるため、記載しておりません。
当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失
であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（資本金の減少）

当社は、平成23年６月24日開催の取締役会において、資本金の減少の決議を行い、総会の承認を受けました。その

概要は次のとおりであります。

１．資本金減少の目的

資本構成の見直しの為

２．減少する資本金の額

資本金額1,305,387千円を1,205,387千円減少して100,000千円といたします。資本金の減少額は、全額をその
他資本剰余金に振替えます。

３．資本金減少の方法

発行株式の変更を行わず、資本金の額のみを減少する方法によります。

４．減資の日程

　取締役会決議日　　　　平成23年６月24日
　株主総会決議日　　　　平成23年６月24日
　減資の効力発生日　　　平成23年７月28日

 

　

 ２ 【その他】

　該当事項ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月11日

株式会社ハネックス

取締役会　御中

　　　　　　監査法人　よつば綜合事務所

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　門　　 　剛　　　 ㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　高  屋　　友　 宏 　　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ハネックスの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続
である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハネックス及び連結子会社の平成23
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年６月24日の定時株主総会で資本金の減少が承認
可決され、平成23年７月28日に効力が発生した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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